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	本土復帰前の米軍関係労働者の労働災害に係る災害補償に関しては、日本国とアメリカ合衆国との協定等に基づき高等弁務官布令第４２号による補償が行われることとされており、労働者災害補償保険法の労災給付は請求できないこととされています。
	　復帰前に石綿関連作業に従事したことで石綿関連疾患を発症し、これにより死亡した米軍関係労働者の遺族のなかには、布令第４２号の補償を受ける権利を時効により失う方がいることも想定されます。
	本土復帰前の米軍関係労働者が石綿関連の指定疾病又は対象疾病にかかり、平成２８年３月２６日までに死亡した者を、石綿救済法の「死亡労働者等」に含めることとし、そのご遺族のうち布令第４２号に基づく補償を受ける権利を時効により失った方については、特別遺族給付金の支給対象になりました。



